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災害対応における情報共有の課題
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現場には現場で得られた情報しかない。被災状況を俯瞰的・総合的に
把握できない等、情報共有が不十分なまま、個々で災害対応。
＜電話・FAX・紙地図の文化＞＜外から情報が入ってこない＞

電話攻めによる情報収集 ここで見るしかない被災状況



災害時情報共有の必要性（理想像）
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災害時、個人・組織は
同時並行で異なる活動をする
そのそれぞれが固有の情報を保有している
＝状況認識が異なる

個人・組織同士が
情報共有によって状況認識を統一することが、
社会全体として的確な災害対応を実行するための鍵
▶情報を「共に」「有する」
▶「知らない」を無くす



H28熊本地震：各機関の情報を防災科研が集約（情報支援）
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課題：他の機関（例えば：隣接自治体）の情報は“つながらない”
様々な情報を“機関の壁”を越えて一元的に集約し防災関係機関で共有

熊本県と大分県の情報を並べるのに、
当時は約２週間を要した！！

熊本市（政令市）と熊本県下市町村の
避難所情報を統合するのに
当時は約３週間を要した！！



基盤的防災情報流通ネットワーク ”SIP4D”
Shared Information Platform for Disaster Management
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 内閣府 CISTI*1 が主導する
SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）

第1期の研究開発プロジェクト
 公共の災害対応支援を目的と
した先進的情報共有基盤

 災害対応のための情報を
各機関の情報システム間で
相互に流通させるための
「情報パイプライン」

 情報を流通させることが目的
 特定のエンドポイント（GUIや

WEBページ）を持たない→利
活用側のシステムに委ねられて
いる

 長期のデータ蓄積を行わない→
データベースサービスではない

 情報の表現形式を共通化するた
めのデータフレームワーク
「SIP4D-ZIP」の仕様を公開
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SIP4D（基盤的防災情報流通ネットワーク）
エスアイピーフォーディ

災害現場で役立つ情報プロダクツの研究開発

災害現場で活動する災害対応機関への情報提供

現場と研究をつなぐ「パイプライン」を実現し、現場も研究も効果最大化

情報収集

情報共有

・建物被害推定
・道路通行可否
・避難所状況 等

情報作成・集約

災害時情報集約
支援チーム

企業
コンソーシアム道路情報 気象情報 衛星画像 地理院地図 MOWLAS J-RISQ 実効雨量 MP-PAWR

A省防災情報
システム

災害時
保健医療活動
支援システム

ため池防災
支援システム

B庁災害情報
システム

都道府県
防災情報
システム

指定公共機関
防災情報
システム

NIED-Data Lake

防災情報サービスプラットフォーム

Information Pipeline

基礎自治体
防災情報
システム

民間企業
防災情報
システム

SIP4D: Shared Information Platform for Disaster Management
SDIP: Standardized Disaster Information Product(s)

*1：科学技術・イノベーション会議の略称。
内閣総理大臣を議長とする我が国の科学技術政策の最高意思決定機関



SIP4Dの技術開発コンセプト
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①情報の仲介運用 ②情報の統合処理

現状＝「個別運用」
•１対１の接続

•接続毎に調整と開発

が必要

•最終的にはＮ×Ｍの
接続が必要

A府

B省 E省

C庁

D省

SIP4D＝「仲介運用」
•接続の手間は仲介役が担う
•接続に係る調整は
仲介役との１回だけ

•仲介役が各システムに
あわせて変換するので
開発負荷は軽微

•最終的にはＮ＋Mの
接続で効率化

A府

B省 E省

C庁

D省

仲介役
SIP4D

現状＝「利活用側が探し、入手し、処理」
•情報がどこにあるのか探さなければならない

•印刷物やPDFになっていて、処理に適さない

•複数ある場合、選択や統合が必要

•予定していた情報が入手できない場合、

代替情報を探す必要

•災害時には余裕がない、混乱

SIP4D=「利活用側が必要な形で提供」
•複数の情報を１つのデータに統合して提供

•データとして提供するため、そのまま処理可能

•情報源の更新や追加に合わせてデータを更新＝
常に「最大限現実に近い情報」として提供

?
?

!統合役
SIP4D

情報共有の効率最大化 情報共有の効果最大化



SIP4Dを介した情報共有フロー
 SIP4Dを情報パイプラインとして活用し、利用目的に合わせた情報共有手段を実装
 誰でも閲覧できるオープンサイト︓「bosaiXview」(防災クロスビュー)
 災害対応機関を対象としたクローズドサイト︓「ISUT-SITE」(アイサットサイト)
 府省庁・都道府県等の防災情報システムとSIP4Dのシステム連接
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順次拡大

ISUT-SITE（災対機関限定）

自衛隊・消防・警察・
DMAT、被災自治体
等 災害対応機関への
情報共有

防災クロスビュー （一般公開）
国民、研究機関、民間
（日本防災産業会
議）等への情報発信

災害対応機関保有の情報システム

ため池防災
支援システム

災害時保健医療
活動支援システム

内閣府総合防災
情報システム 等

順次拡大



SIP4Dが支える災害対応における情報の共有・利活用
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地図

令和元年房総半島台風・東日本台風の災害対応支援

令和2年7月豪雨の災害対応支援(熊本県)

SIP4Dが集約・統合した情報を
ISUT-SITEにより災害対応機関と共有



災害対応における情報支援の課題
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･･･

実効雨量

洪水浸水想定区域

建物データ

6時間先の降雨予報

･･･

人流データ

SIP4Dによる情報共有

状況認識から意思決定支援へ
多種多様な情報から
 意思決定に必要な情報を選別し
 時間的・空間的解析を行い
 適切な粒度で集約した
意思決定支援のための情報プロダクツが必要

ISUT-SITEによる共通状況認識
多数の機関・組織間で

統一された形式により状況認識を共有

ハンドメイドで対応する方法では
▶作業者のスキルに依存（再現・持続が困難）
▶即応・継続的提供が困難（作業負荷増大）
▶同時多発の災害に対応不可（リソースの限界）
国難級災害における意思決定を支援できない

情報を重畳しただけ
では意思決定を支援
できない



SIP4DからCPS4Dへ
Cyber-Physical Synthesis for Disaster Resilience
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SIP4DからCPS4Dへ

2021-11-10 13

災害の変動を捉えるためには、従来の自然現象観測・予測やハザード評価だけでは不足
→社会の動態を観測し、自然×社会＝「災害動態」として捉えるシステムへ

災害動態の解析から、問題点の検出・解消や、先手を打つための意思決定を支援
→防災版サイバーフィジカルシステム「CPS4D」の確立へ

SIP4D
情報共有技術 動態解析・連動技術

内閣府HPより引用・抜粋・編集 http://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/index.html

CPS4D ※CPS4D: Cyber-
Physical Synthesis for 
Disaster Resilience

©National Research Institute for Earth Science and Disaster Resilience



SIP第2期「避難・緊急活動支援統合システムの研究開発」プロジェクト
 フィジカル空間の多種多様な動態データをサイバー空間で集約し、災害動態を解析することにより、
政府の「避難・緊急活動」フェーズにおける意思決定を支援する一連のコア技術と、個別専門システ
ム群が連動し統合体として機能する「CPS4D」を実現する
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DDS4D

SOCDA …DSSPD24H

CPS4D

連合体として
機能する形が

HSLM
STeP

©National Research Institute for Earth Science and Disaster Resilience



災害対応の意思決定支援のためのシステムデザイン

2021-11-10

自然観測データ

リアルタイム洪水・土砂災害リスク情報マップβ版

リアルタイム洪水・土砂災害リスク情報マップβ版ダッシュボード

①予測・経過②閾値 ③曝露量 ④意思決定

自治体 実施日 ヒアリング結果

岩手県
盛岡市 6/23

• 河川水位や流域指数の現在の値を表示してもらえると，様々な判断の材料に使える．例えば河川をクリックすると，河川の水位情報のページに飛ぶようなシステム
だと有効だと感じた．

• ハザードマップ内に記載されている中でも，特に注視する地域はある．例えば，北上川の古川橋付近や，雫石町の温泉地付近．
• 自治体側の準備期間を考慮すると，3時間は必要．

岩手県
宮古市 6/24

• 県全体から市町村単位で見たりする場合，拡大・縮小の操作で中心がずれて，再度宮古市全体が入るように調整しなければならない．そのため，ボタン一つで県全
体or市全体が収まるように自動調整して示してもらえると，緊急時には良い．

• 避難指示を行う場合，17時が我々にとってのタイムリミットである．したがって一概に何時間先とは言えず，日没までに住民の避難を完了できるための予測時間が
必要である．なお，避難所開設等も含め2～3時間の準備期間は要する

• 宮古市では，雨量が300mm以上，時間雨量50mm以上を超えると，災害が発生することが多いため，頭の中でその降雨量のラインを意識している．

神奈川県
南足柄市 10/6

• 避難や準備等を行う上で，現状の土壌雨量指数の推移を見れるようなコンテンツがあれば良い．
• 夜間での避難が想定される場合は，明るいうちに避難できるよう情報が欲しい．一方，明るいうちに避難が想定される場合は，2～3時間程度先の情報があれば，マ

ニュアルに従い避難の準備かつ避難が可能．
• 曝露人口が算出されれば，避難所への避難者数が把握できるため，他の避難所への振り分けを考える上で有益であると考える．現状の最新の国勢調査結果を用いて，

避難所への避難人数の算出については，過去に分析したことがある．

石川県
金沢市 10/7

• 土壌雨量指数などの過去履歴との比較がわかるものがあるとよい（過去の災害時等で示された土壌雨量指数との比較・ランキングのようなもの）。
• あと〇mmの雨が降ると，大雨警報や土砂災害のCLなどの基準値を超えるかどうかの「〇mm」という情報が欲しい．そうすれば，対策のための準備ができる．
• 現状の河川水位の算定には，ダムの放流時の危険性が加味されていないため，2級河川等でのダムの放流を加味した流域雨量指数を算定して欲しい．
• 危機管理課では曝露人口が算出されれば，避難所へどのくらい避難する人が発生するか（避難者数）を把握できるため，開設する避難所をどこにするかの判断や、

他の避難所への振り分けを考える上で有益であると考える．金沢市内における自主防災会の区割りは、小学校の学区割と同様に設定しているので，金沢市ではその
範囲に合わせて人口（推定避難者数）を算出してもらえると有意義である．

• 建物被害や経済被害を取り扱う部局では、建物数や経済被害額などを実効雨量から算出することは事業の継続検討などの観点で有効であると思われる。

滋賀県
東近江市 10/8

• 愛知川の農業用水用のダムの放流時において，下流域の危険性について示されると，住民にとって良い．徐々に水位が上がっていくのであれば，危険の高まりを把
握できるが，突然水位が上昇すると不安になる住民も多いのではないか。

• 土壌雨量指数の値が，今後の雨でどのように推移していくのかが分かれば，対応準備がより迅速に行うことが可能である．また，今度どうなっていくのかが見られ
ると同時に，悪い方向に推移していく可能性がある場合はその条件での影響もみえるようになると良い（良い方向に傾く場合は対応の必要がなくなるので、そちら
はあまり必要ない）．

• 色々な情報を見ながら、「避難準備・高齢者等避難開始」等の情報を発令する判断を行っているが、常に情報を見ていることができない場合もあるので、発令を補
助するような仕組みがあるとよい（ある閾値を超えた場合は通知が来るなど）。

• 日中の平日の場合，2時間あれば避難が完了することは可能である．休日の場合は，平日の生活とは異なり，イレギュラーな行動が多いため，2時間+αの時間が必要
になる．また，夜間に避難がまたがる場合は，日中に避難ができるタイミングで情報が欲しい．

愛知県
碧南市 10/9

• 碧南市では土砂災害の危険はなく，内水氾濫と外水氾濫について注視している．特に，内水氾濫に対しては，1時間50mmを基準としてポンプ等による排水が行わ
れるよう市内整備を進めているところであり、8割程度の箇所で対応が完了している。しかし、内水氾濫を把握するための局所的な雨量に関する得られる情報がない
ため，市役所の雨量計のデータでしか判断材料がない．外水氾濫に関しては、流域全体で危険性を見るよりも碧南市内での様子を把握できれば十分。

• メッシュごとのこれまでの累積雨量と今後の雨量（1h, 3h, 6h 12h 24h）が示されると，判断材料になる．台風であれば24時間単位での累積雨量などが参考になる
が、内水氾濫の場合、ゲリラ豪雨によって発生する可能性があるので、1時間などの短いスパンで把握できるとよい。

• 市内を流れる1級河川（矢作川）は水位データやカメラの映像があるため氾濫の危険性を把握しやすいが，2級河川（高浜川，新川，蜆川）では水位データやカメラ
映像などのの情報がないため，判断が難しい．

東京都
江戸川区 1/23 • 7割以上の０ｍ地帯を抱える区の現状、内閣府分析による救助の対応能力の限界、線状降水帯の長期化による大量・集中的な豪雨による冠水の急拡大・長期化への備

え等を考えると、局所的な避難でなく、広域の避難策（区外への避難）が急務。72時間前に避難を呼びかけられるかどうか。

首都高
（株） ― • 首都高での滞水発生を考える場合、道路（アスファルト）面のため、実効雨量で想定されるような雨の残存は考えにくい。むしろ降雨強度で計算したほうが判断に

合っているのではないか

wantsとneedsの把握
社会実装への課題抽出

bosaiXviewで
R3年度公開予定

災害動態時空間
データベース

DDS-DB

社会観測データ

リアルタイム格納

人口メッシュ統計データ

建物形状データ

人口集中地区

SNS言語解析データ

職員数データ

･･･

浸水想定区域

･･･

災害動態シンセサイザ
DDS-SY

災害動態ビジュアライザ
DDS-VI
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ュ
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プ
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災害動態解析技術

12/16福島県

災害動態可視化技術

意思決定の根拠となる定量的
指標のリアルタイム可視化

モニタ指標の推移を監視す
ることで災害事象の異状を
検出し対応行動を喚起

ISUT-SITE導入
へ向けて検討

観測 情報プロダクツ化 配信 行動モデル化

リアルタイム格納

河川水位

実効雨量

解析雨量

衛星観測

大雨の稀さ

①勃発指標を用いた“いち早い異状検知”:氾濫・決壊検知指標

②ハザード情報による信頼性評価

←信頼性のある勃発現象の抽出

例）福島県「氾濫・決壊」

時間（分）

勃発現象の
抽出 【検証事例数】

• 6都道府県
• 303市町村
• 3言語カテゴリー

tw
ee

t数

気象観測
データ

【検証データ】
• 時間雨量(mm/h)
• 1.5H時間実効雨量(mm)
• 河川水位(mm)

 気象事象

 水文事象

 社会動態

解析シナリオテンプレート

Shoyama, k.,  Cui,  Q.,  Hanashima, M., Sano, H.,  Usuda, Y. 2021. Emergency 
f lood detect ion using mult iple information sources: Integrated analysis of 
natural hazard monitor ing and social media data. Sci. Total Environ. 767, 
144371 (https:/ /doi.org/10.1016/j .scitotenv.2020.144371)

In
fo

rm
at
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n 

Pi
pe
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e

解析シナリオ生成
自動実行

災害対応における
実証

自治体等防災担当者へ
ヒアリング

国(内閣府防災)・都道府県災対責任者の意思決定支援をターゲットとして、災対活動の決心のために必要とされる情報の提供形態を
検討することで、情報プロダクツの仕様を定め、災害動態データをリアルタイムで取得しながら時空間解析処理を行い、解析結果を
即座に可視化する災害動態意思決定支援システムDDS4Dプロトタイプを構築

©National Research Institute for Earth Science and Disaster Resilience 15



災害動態意思決定支援システム ”DDS4D”
Dynamic Decision Support System for Disaster Response

2021-11-10©National Research Institute for Earth Science and Disaster Resilience 16



DDS4Dの機能構成

2021-11-10 17

 SIP4Dにより共有される任意のデータ系列を動的に解析、意思決定支援者の視点に応じて
系列の切り替えや表現のチューニングが可能

©National Research Institute for Earth Science and Disaster Resilience



意思決定支援のための情報プロダクツ・アジャイル開発基盤

2021-11-10©National Research Institute for Earth Science and Disaster Resilience 18

DDS-DB

･･･

DDS-SY

DDS-VI
洪水浸水想定区

域内の
メッシュ毎の人口を

求める
①自然静態×②
社会静態
↓

⑤浸水被害脆弱
性

洪水浸水想定区
域内の

実効雨量を求める
①自然静態×③
自然動態
↓

④外水氾濫ハ
ザード

⑥洪水浸水想定区域
内曝露人口を都道府
県別／市町村別に集

計する
↓

⑦都道府県別／市町
村別曝露人口

洪水浸水想定区域内
で50mm以上の実効
雨量に曝される人口を

抽出する
④ハザード×⑤脆弱性

↓
⑥洪水浸水想定区域

内曝露人口

⑦都道府県別／市町
村別曝露人口を地方
公共団体一般職員数

で除す
↓

⑧都道府県別／市町
村別

洪水発生時職員負荷
係数

情報の集約・解析・提供までの自動化処理を短時間で構築できる「情報プロダクツ
のアジャイル開発基盤」を構築し、意思決定者の要望に即応する意思決定支援情報
プロダクツの提供を実現

実効雨量

洪水浸水想定区域

建物データ

6時間先の降雨予報

･･･

人流データ






DDS4Dのシステム構成概要図
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Oracle Cloudを利用して構築

Oracle Spatial & Graphを利用



 DDS-DBの機能要件
 SIP4Dにより集約されるあら
ゆる災害動態データを、更新
タイミング毎に、低遅延で時
空間データとして蓄積できる
こと

 定型的な地理空間データ間の
空間演算処理を自動化でき、
処理結果を時系列に蓄積でき
ること

 ベクター型の地理空間データ
をラスターデータへ高速変換
できること

 外部システムが本データベー
スからデータを取得するため
のREST APIを自動的に生成
できること

 原データを中長期間にわたり
自動的にアーカイヴし、容易
に復元できること

2021-11-10©National Research Institute for Earth Science and Disaster Resilience 20

災害動態時空間データベース ”DDS-DB“

Inform
ation Pipeline

災害動態時空間データベース DDS-DB

Data Archive

Geo-spatial Dimension

Ti
m

e-
se

rie
s 

D
im

en
si

on

Original Data

Meta Data 
Catalog Object Storage / File Storage

Importer Layer

File Adapter

File Adapter

File Adapter

REST Adapter

Shape
Importer

Binary File
Importer 

XML/CSV
Importer 

REST Data 
Services

Export Layer

FTP/NFS
Adapter

REST
Adapter

DDS-SY

Spatial
Library

Spatial
Raster
Library

SQL*Loader

FTPD
File 

Mount

REST Data 
Services

動的データ・静的データ統合処理

即時データ更新処理

国勢調査
浸水想定区域

土砂災害警戒区域
・・・等

SOCDA情報

府省庁システム
都道府県システム

DDS-VI

HSLM

Data Layer
実効雨量

建物データ

降雨予報

･･･

人流データ



 DDS-SYの機能要件
 DDS-DBに蓄積された災害動
態データを入力として、複数
の空間演算・時系列演算・条
件判定を並列的に実行

 処理結果を時空間データとし
てDDS-DBに格納するまでの
一連の処理＝解析シナリオを、
ユーザが任意に定義して自動
実行できること

 解析シナリオを作成・実行・
制御するための簡易なUIを
実装すること
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災害動態シンセサイザ “DDS-SY”

Apache Tomcat Python

シミュレーション
制御

外部API

解析

GDAL

Apache Kafka

DDS-VI

DDS-DB

タスク制御

通知送受信

管理用UI

解析
タスク

データ入力

データ出力

解析シナリオ
テンプレート管理

災害動態シンセサイザ（DDS-SY）

データディクショ
ナリ更新処理

エクスポート

解析ｼﾅﾘｵ
ﾃﾝﾌﾟﾚｰﾄ

Kafka連携



 DDS-VIの機能要件
 災害動態データを入力として、任意に定義されたレイアウト
にしたがって、災害対応機関が使用する災害動態情報を一覧
するWebベースのダッシュボード「DDS-View」を表示で
きること

 DDS-Viewに表示しているデータの更新を監視し、自動的に
表示内容を更新できること

 最新時点から過去のデータをシームレスに表示できるUIを
備え、ダッシュボード上のリスト・地図・グラフを時間軸操
作に連動して表示できること

2021-11-10©National Research Institute for Earth Science and Disaster Resilience 22

災害動態ビジュアライザ “DDS-VI”

全国の
俯瞰

都道府県の
特定

市町村の
詳細

情報の
選択

Laravel バッチ処理

Apache Kafka

バックグラウンド処理

通知送受信

Kafka連携処理

DDS-DB

データ取得 RESTAPI

更新テーブル照会
ダッシュボード機能

地図機能

グラフ機能

集計値機能

HTML埋め込み機能

ダッシュボード内

連携機能

タイムスライダー

機能

タイムライン

機能

オペレーション

パネル機能

HSLM DDS-SY

コンテンツ管理

テンプレート管理

レイアウト管理

ダッシュボード管

理

メニュー管理

データ管理

コンテンツ

設定

リスト機能
JSONデータ



「国の対応を支援する」ためのDDS4Dチューニング
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･･･

 例：災害救助法適用
▶ 住家滅失から判定する”1～3号適用”は明確な基準があるものの、被害状況が明らかでないと適用不可
▶ 災害発生のおそれから判断する”4号適用”は迅速な適用が可能なものの、適用判定の客観的根拠の定めがない

（内閣府資料より抜粋）

課題①︓自然科学的アプローチにより
災害ハザード情報はますます高度化・
複雑化しているが、意思決定に活用す
る科学的プロセスが確立されていない

課題②：災害情報は、必ず
しも災害対応における意思
決定の単位や基準になって
いない（メッシュなど）

課題③：災害対応は変化が激しい一方、
情報システムは、インプットやロジックの変更
に多大な労力・予算がかかるため、臨機応
変に追加・更新できない

基礎自治体

国

都道府県

支
援
？

救
助
？ 法

適
用
︖

実効雨量

洪水浸水想定区域

建物データ

6時間先の降雨予報

･･･

人流データ



・・・・・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・

{
"process" : [

{
"name" : "phase1_12hour",
"memo" : "12時間分を抽出",
"logic" : "time_select",
"args" : {
"method" : "linear",
"table" : "外水リスク暴露建物数",
"time_column" : "OBSRVTNTIME_DT",
"observation_time" : {"var" : "観測日時"},
"interval" : "30MIN",
"analysis_term" : "720MIN",
"value_column" : ["SUM_50MM"],
"group_column" : ["CITY_CODE"],
"--out_time_column" : "OBSRVTNTIME_DT"

}
},

{
"name" : "phase1_6hour",
"memo" : "6時間分を抽出",
"logic" : "time_select",
"args" : {
"method" : "linear",
"table" : "外水リスク暴露建物数",
"time_column" : "OBSRVTNTIME_DT",
"observation_time" : {"var" : "観測日時"},
"interval" : "30MIN",
"analysis_term" : "360MIN",
"value_column" : ["SUM_50MM"],
"group_column" : ["CITY_CODE"],
"--out_time_column" : "OBSRVTNTIME_DT"

}
},

・・・・・・・・ ・・・・ ・・・・
6時間先の災害救助法
適用可能性予測

{
"process" : [

{
"name" : "phase1_12hour",
"memo" : "12時間分を抽出",
"logic" : "time_select",
"args" : {
"method" : "linear",
"table" : "外水リスク暴露建物数",
"time_column" : "OBSRVTNTIME_DT",
"observation_time" : {"var" : "観測日時"},
"interval" : "30MIN",
"analysis_term" : "720MIN",
"value_column" : ["SUM_50MM"],
"group_column" : ["CITY_CODE"],
"--out_time_column" : "OBSRVTNTIME_DT"

}
},

{
"name" : "phase1_6hour",
"memo" : "6時間分を抽出",
"logic" : "time_select",
"args" : {
"method" : "linear",
"table" : "外水リスク暴露建物数",
"time_column" : "OBSRVTNTIME_DT",
"observation_time" : {"var" : "観測日時"},
"interval" : "30MIN",
"analysis_term" : "360MIN",
"value_column" : ["SUM_50MM"],
"group_column" : ["CITY_CODE"],
"--out_time_column" : "OBSRVTNTIME_DT"

}
},

DDS-VI

DDS-SYによる解析シナリオの実際
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基礎自治体

国

都道府県

支
援

浸水被害を受ける
おそれのある建物数
を都道府県別／

市町村別に集計する
↓

都道府県別/市町村
別浸水による

建物被害のおそれ

洪水浸水
想定区域内の
実効雨量
を求める
↓

浸水リスクが
高い地域内の
浸水被害
発生危険度

洪水浸水想定区域内
で50mm以上の
実効雨量に曝される
建物を抽出する

↓
浸水被害を受けるおそ

れのある
建物数

浸水による
建物被害のおそれから
住宅滅失世帯数を

推計する
↓

都道府県別／市町村別
推計住宅滅失世帯数

推計住宅滅失世帯数と
人口から適用される
災害救助法基準を

推定する
↓

現況での災害救助法
適用可能性推定

{
"process" : [

{
"name" : "phase1_12hour",
"memo" : "12時間分を抽出",
"logic" : "time_select",
"args" : {
"method" : "linear",
"table" : "外水リスク暴露建物数",
"time_column" : "OBSRVTNTIME_DT",
"observation_time" : {"var" : "観測日時"},
"interval" : "30MIN",
"analysis_term" : "720MIN",
"value_column" : ["SUM_50MM"],
"group_column" : ["CITY_CODE"],
"--out_time_column" : "OBSRVTNTIME_DT"

}
},

{
"name" : "phase1_6hour",
"memo" : "6時間分を抽出",
"logic" : "time_select",
"args" : {
"method" : "linear",
"table" : "外水リスク暴露建物数",
"time_column" : "OBSRVTNTIME_DT",
"observation_time" : {"var" : "観測日時"},
"interval" : "30MIN",
"analysis_term" : "360MIN",
"value_column" : ["SUM_50MM"],
"group_column" : ["CITY_CODE"],
"--out_time_column" : "OBSRVTNTIME_DT"

}
},

解析シナリオ
テンプレート 災害救助法適用相当推計

リアルタイム生成シナリオ

DDS-DB

･･･

･･･

･･･

実効雨量

6時間予報

DDS-SY

合理的に
該当自治体
を導出し、
先読み支援

救
助 法

適
用

解析シナリオ
テンプレート選択

解析シナリオ設定 解析シナリオ
自動実行設定

自然×社会＝災害動態 意思決定単位集計・基準設定

【学術的価値︓災害動態解析アーキテクチャ】
自然科学×社会科学の総合知アプローチにより、最新の研究成果をSIP4Dから
取り入れ、最大限合理的に①災害を再現②意思決定の単位・基準で表出

【技術的価値：情報プロダクツのアジャイル開発基盤】
解析シナリオを編集するだけで、プログラムを修正する
ことなく、多様なリアルタイム解析を実行

実効雨量

洪水浸水想定区域

建物データ

6時間先の降雨予報

･･･

人流データ



動態解析検証①︓災害救助法適用相当
 8/13 0300

6時間先予測で広島県基礎自治体が災害救助法適用相当

2021/10/17SIP 1防災：課題 「避難・緊急活動支援統合システムの研究開発」 25

実態（適用結果） 現況推定 6時間先予測

 研究開発中の情報プロダクツを試
用できる「ISUT-Lab.」を設置
し、7月より試験運用開始

 随時関係機関のフィードバックを
受け、8月より[実態・現況推定・
6時間先予測]の3画面で検証開始






動態解析検証①：災害救助法適用相当

2021/10/17SIP 1防災：課題 「避難・緊急活動支援統合システムの研究開発」 26

 8/13早朝より安芸高田市、北広島町を
中心に大雨→浸水害の危険高まる

実態（適用結果） 現況推定 6時間先予測

 8/13 0900（6時間後）
現況推定で広島県基礎自治体が災害救助法適用相当
 特に、三次市、安芸高田市、北広島町は1号相当

8/13 0800時点の半減期1.5時間実効雨量

8/13 0800時点の実況雨量強度

安芸高田市

北広島町



動態解析検証①：災害救助法適用相当

2021/10/17SIP 1防災︓課題 「避難・緊急活動支援統合システムの研究開発」 27

 災害救助法適用
 8/13 1400 広島市安佐北区に4号適用
 8/13 1730 安芸高田市に4号適用
 8/13 1730 北広島町に4号適用
 8/14 0930 三次市に4号適用
(いずれも8/12より遡及適用)

 これらの市町では実際に被害が発生
 特に安芸高田市、北広島町は顕著

 広島県被害報にもとづく住家被害棟数

DDS4Dの解析結果により
被害発生の先読みが
可能であることを実証

（どのように支援につなげるかを検証）



動態解析検証②：推定建物数・推定被災者数
 8/14 0215 佐賀・長崎に大雨特別警報発表
 8/14 0300時点の3時間先（0600）予測では、福岡、佐賀、長崎、長野の4県が危険な状態。
▶ 特に、長野は場所が離れており、「見落とし」の危険性あり。

 8/14 0550 福岡に大雨特別警報発表、長野は発表されず

2021-11-10©National Research Institute for Earth Science and Disaster Resilience 28

浸水建物被害件数
（8/24時点）

福岡県 3098 長野県 416
佐賀県 1365 岐阜県 113
長崎県 25 広島県 430



動態解析検証③：被災後住家被害の日次変化分析(対応時)
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佐賀県 福岡県8月14日： 朝６時の佐賀県の推定浸水曝露建物数は武雄市が
最も多い

8月14日： 朝６時の福岡県の推定浸水曝露建物数は久留米市
が三番目に多い

8月15日： 翌日の被害報では武雄市の被害報告がない 8月15日： 翌日の被害報では久留米市の被害棟数の報告あり



動態解析検証③：被災後住家被害の日次変化分析(対応時)
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福岡県の住家被害は15日以降はほぼ変わ
らない

最も被害が大きかった久留米市の棟数が
15日までにほぼ定まったため

佐賀県の住家被害は発災直後は福岡
県より少なく、25日に急に増加して
福岡県を上回る

最も被害が大きかった武雄市の棟数
が25日から加わったため

福岡県は20日に被害認定調査を支援する
ための職員を久留米市に派遣

武雄市は18日にり災証明申請受付を
開始したが、被害認定調査が始まっ
たのは9月に入ってから

被害規模がほぼ同じでも、基礎自治体の対応に10日以上の差が発生する
被害推定と被害報告の差が大きい場合は、基礎自治体の対応が追いついていない「シグナル」として検知することが可能

福岡・佐賀KBC NEWSより

NHK News Webより



防疫対策を考慮したオンデマンド避難所収容シミュレーション
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避難者数推計
浸水害を対象とする場
合は浸水想定区域内の
曝露人口を求める

広域避難実施
事前にバス等を調達
して受け入れ可能な
市町村へ移送する

避難所の定員制限
過密を避ける貯め避
難所の計画定員数を
制限する

感染対策を考慮した
収容率

在宅/職場避難実施
安全が確保できる限
り自宅や職場に留ま
るよう呼びかける

臨時避難施設開設
避難者を収容しきれな
い場合は臨時避難施設
を開設して対応する

自宅避難・職場避難を
考慮する/しない

臨時避難施設を
開設する/しない

自家用車避難を
実施する/しない

浸水害を
考慮する/しない

D24H
被災者シミュレーション

避難行動選択を含む
被災者シミュレーション
データ

SOCDA
避難動態
住民の避難意向を集計し
た避難動態統計データ

自家用車避難実施
事前に自家用車で徒
歩圏を超える避難を
実施する

広域避難を
実施する/しない

2021-11-10

オンデマンド・シミュレーションのアウトプット

避難所別の収容可能率
収容可能人数に対してあと何％収容できるか（0％＝満員）

市区町村別残留避難者数
避難所に収容しきれない避難者数の市区町村別合計



DDS4D
避難所収容シミュレーション

D24H
被災者シミュレーション

感染症対策を考慮した避難所収容シミュレーション

SIP 1防災：課題 「避難・緊急活動支援統合システムの研究開発」 32

250ｍメッシュ被災者数
通勤・通学を考慮した動
態人口

避難行動選択※
▶避難所へ行く
▶避難所へ行かない
※アンケート調査に基づく
行動選択モデルによる

避難所運用計画の入力
防疫を考慮しない
臨時避難所：開設しない
在宅/職場避難：考慮しない
車避難：実施しない
広域避難：実施しない

感染症対策を考慮せず、全住民
を浸水想定区域外の避難所に収
容する場合

2021/10/07



DDS4D
避難所収容シミュレーション

D24H
被災者シミュレーション

感染症対策を考慮した避難所収容シミュレーション

SIP 1防災：課題 「避難・緊急活動支援統合システムの研究開発」 33

250ｍメッシュ被災者数
通勤・通学を考慮した動
態人口

避難行動選択※
▶避難所へ行く
▶避難所へ行かない
アンケート調査に基づく
行動選択モデルによる

避難所運用計画の入力
防疫を考慮する：定員40％
臨時避難所：開設しない
在宅/職場避難：考慮しない
車避難：実施しない
広域避難：実施しない

感染症対策のため定員を40％
に制限し、全住民を避難所に収
容する場合

2021/10/07



DDS4D
避難所収容シミュレーション

D24H
被災者シミュレーション

感染症対策を考慮した避難所収容シミュレーション

SIP 1防災：課題 「避難・緊急活動支援統合システムの研究開発」 34

250ｍメッシュ被災者数
通勤・通学を考慮した動
態人口

避難行動選択※
▶避難所へ行く
▶避難所へ行かない
アンケート調査に基づく
行動選択モデルによる

避難所運用計画の入力
防疫を考慮する：定員40％
臨時避難所：開設しない
在宅/職場避難：考慮する
車避難：実施しない
広域避難：実施しない

避難所に避難する選択をする住民
だけを避難所に収容する場合

2021/10/07



DDS4D
避難所収容シミュレーション

D24H
被災者シミュレーション

感染症対策を考慮した避難所収容シミュレーション

SIP 1防災：課題 「避難・緊急活動支援統合システムの研究開発」 35

250ｍメッシュ被災者数
通勤・通学を考慮した動
態人口

避難行動選択※
▶避難所へ行く
▶避難所へ行かない
※SOCDAの避難動態集計
データに基づいて補正

避難所運用計画の入力
防疫を考慮する：定員40％
臨時避難所：開設しない
在宅/職場避難：考慮する
車避難：実施しない
広域避難：実施しない

避難所に避難する選択をする住民
（SOCDA避難動態統計で補正）
だけを避難所に収容する場合

2021/10/07

SOCDA
避難動態統計データ

 SOCDAユーザの避難行動
選択を集計
▶避難所へ行く
避難先施設名

▶避難所所へ行かない
ユーザの位置情報



DDS4D
避難所収容シミュレーション

D24H
被災者シミュレーション

感染症対策を考慮した避難所収容シミュレーション

SIP 1防災：課題 「避難・緊急活動支援統合システムの研究開発」 36

250ｍメッシュ被災者数
通勤・通学を考慮した動
態人口

避難行動選択※
▶避難所へ行く
▶避難所へ行かない
※SOCDAの避難動態集計
データに基づいて補正

避難所運用計画の入力
防疫を考慮する：定員40％
臨時避難所：開設する
在宅/職場避難：考慮する
車避難：実施しない
広域避難：実施しない

在宅/職場避難をしない住民を避
難所と臨時避難所に収容する場合

2021/10/07

SOCDA
避難動態統計データ

 SOCDAユーザの避難行動
選択を集計
▶避難所へ行く
避難先施設名

▶避難所所へ行かない
ユーザの位置情報



DDS4D
避難所収容シミュレーション

D24H
被災者シミュレーション

感染症対策を考慮した避難所収容シミュレーション

SIP 1防災：課題 「避難・緊急活動支援統合システムの研究開発」 37

250ｍメッシュ被災者数
通勤・通学を考慮した動
態人口

避難行動選択※
▶避難所へ行く
▶避難所へ行かない
※SOCDAの避難動態集計
データに基づいて補正

避難所運用計画の入力
防疫を考慮する：定員40％
臨時避難所：開設する
在宅/職場避難：考慮する
車避難：実施する
広域避難：実施しない

在宅/職場避難をしない住民を避
難所と臨時避難所に収容し、車に
よる10ｋｍ圏内への避難を実施す
る場合

2021/10/07

SOCDA
避難動態統計データ

 SOCDAユーザの避難行動
選択を集計
▶避難所へ行く
避難先施設名

▶避難所所へ行かない
ユーザの位置情報



DDS4D
避難所収容シミュレーション

D24H
被災者シミュレーション

感染症対策を考慮した避難所収容シミュレーション

SIP 1防災：課題 「避難・緊急活動支援統合システムの研究開発」 38

250ｍメッシュ被災者数
通勤・通学を考慮した動
態人口

避難行動選択※
▶避難所へ行く
▶避難所へ行かない
※SOCDAの避難動態集計
データに基づいて補正

避難所運用計画の入力
防疫を考慮する：定員40％
臨時避難所：開設する
在宅/職場避難：考慮する
車避難：実施する
広域避難：実施する

2021/10/07

SOCDA
避難動態統計データ

 SOCDAユーザの避難行動
選択を集計
▶避難所へ行く
避難先施設名

▶避難所所へ行かない
ユーザの位置情報

臨時避難所を開設したうえで、在
宅/職場避難・車による事前避難
を実施し、さらに余裕がある市町
村への広域避難を実施する場合



国の防災体制への実装
Implementation
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宮城県

茨城県

埼玉県

新潟県

長野県
静岡県

三重県奈良県

徳島県

愛媛県

広島県山口県

福岡県

大分県

沖縄県

鹿児島県
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防災基本計画にSIP4Dが記載→都道府県連接も拡大
 2021年5月25日発表の防災基本計画改正において、SIP4Dが位置づけられた。
２ 情報の収集・連絡及び応急体制の整備関係 ２ 情報の収集・連絡及び応急体制の整備関係
(1) 情報の収集・連絡体制の整備 (1) 情報の収集・連絡体制の整備
（略） （略）
○国〔内閣府等〕，公共機関及び地方公共団体は，情報の共有化を図るため，各機関が横断的
に共有すべき防災情報を，共通のシステム（総合防災情報システム）に集約できるよう努める
ものとする。

○国〔内閣府等〕，公共機関及び地方公共団体は，情報の共有化を図るため，各機関が横断的
に共有すべき防災情報を，共通のシステム（総合防災情報システム及びＳＩＰ４Ｄ（基盤的防
災情報流通ネットワーク：Shared Information Platform for Disaster Management））に
集約できるよう努めるものとする。

改正

令和2年度内閣府モデル事業により
連接の実証実験を実施：16県
連接を検討中または実施：11都道県

SIP4Dと
都道府県防災情報システムの

連接状況
（令和3年10月時点）



防災プラットフォーム構築に向けた国の動き

 2021年6月18日に政府が定めた
「デジタル社会の実現に向けた重点
計画」において「防災関係プラット
フォームの構築」が明記され、
SIP4Dをはじめとする各種システム
の役割や在り方を再整理し、プラッ
トフォームを2025年までに整備す
ることになった

2021-11-10©National Research Institute for Earth Science and Disaster Resilience 41
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